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原子炉設置変更承認申請書（研究用原子炉の変更） 

の一部補正について 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第２６条第１項及び第７６条の規定に基づき、

令和３年１２月１４日付け２１京大施環化第１１０号をもって申請(令和 5 年 2 月 10 日付け２２京大施環

化第１０６号及び令和 5 年３月２４日付け２２京大施環化第１２４号で一部補正)しました京都大学複合

原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書(研究用原子炉の変更)を下記のとおり一部補正致します。 

 

 

 

 

記 

 

京都大学複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書(研究用原子炉の変更)を別添のとおり一部補

正する。 

  



 

 

別添 

添付書類六の一部補正 

 令和５年３月２４日付け２２京大施環化第１２４号の別紙１で補正申請した添付書類六を、別紙 1 のと

おり変更する。 

 



 

 

別紙 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類 六 
 

 

変更に係る試験研究用原子炉等原子炉施設の場所に関する気象、地盤、水理、地震、

社会環境の状況に関する説明書 
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令和元年 9 月 19 日付け原規規発第 1909192 号をもって設置変更承認を受けた京都大学

複合原子力科学研究所原子炉設置変更承認申請書（研究用原子炉の変更）の添付書類六の記

述について、以下のとおり変更する。なお、下線部は変更箇所を示す。 

 

(1) 「6-2 地盤」の「6-2-2 敷地周辺の地形、地質・地質構造」の「b)上町断層帯」、「c)

中央構造線断層帯」の記述に以下のとおり追加する。 

 

 b)-4 国土地理院(2020)(93)による知見 

 上町断層帯に対しては、前述したように文部科学省・京都大学防災研究所(2013)(14)や近

藤・他(2015)(15)による調査研究によって知見が蓄積され、その結果に基づき国土地理院

(2020)(93)は活断層図を改訂し、公表している。それによれば、上町断層帯主部とは別に、大

阪南東岸断層として、泉大津市本町付近から阪南市尾崎町付近まで、大阪湾の沿岸部(湾岸

部)に延びる長さ 21 ㎞の逆断層の活断層として認定している。従って、上記評価結果(湾岸

部の長さ 26㎞)は保守的な設定である。 

 

c)-3 地震本部(2017a)(94)による知見 

 地震本部(2011)(12)による「中央構造線断層帯(金剛山地東縁－伊予灘)の長期評価(一部改

訂)について」(以下「第一版」と言う。)は、平成 29年 12月に改訂が行われて、「中央構造

線断層帯(金剛山地東縁－由布院)の長期評価(第二版)」(地震本部(2017a)(94)、以下、「第二

版」と言う。）として公表された。この改訂の骨子は、区間の追加、区間の再整理、活断層

帯の全体像である。 

 区間の追加としては、第二版では金剛山地東縁から伊予灘に至る全長約 360km の区間に

加え、豊予海峡から大分平野を通り、由布岳付近に至る豊予海峡－由布院区間まで西端を延

長し、全長約 444km と評価している。具体的には、第一版の長さ 360km に、別府－万年山

断層帯（第二版）のうち豊予海峡－由布院区間を中央構造線断層帯の一部として見直された

ものである。また、この見直しに伴い、従来の別府－万年山断層帯が細分され、「万年山－

崩平山断層帯の長期評価（第一版）」(地震本部,2017b)(95)及び「日出生断層帯の長期評価（第

一版）」(地震本部,2017c)(96)として評価された。 

 区間の再整理としては、断層の活動区分が見直され、6 つの区間に分割されていたものが、

第二版では、金剛山地東縁、五条谷、根来、紀淡海峡―鳴門海峡、讃岐山脈南縁東部、讃岐

山脈南縁西部、石槌山脈北縁、石槌山脈北縁西部、伊予灘、豊予海峡－由布院の 10 区間に

区分された。敷地への影響が大きい断層帯東部としては、和泉山脈南縁断層帯が五条谷断層

と根来断層に区分されている。 

 活断層の形状の再整理としては、従来から地質境界断層と活断層としての中央構造線の

関係について様々な議論がなされてきた傾斜角が主なものである。第二版では、根来断層の

深部、地下 6km までの傾斜角を，三波川帯とその北方の領家帯の地質境界のデータを参照
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して北傾斜 35゜と推定している（地震本部,2017a）(94)。ただし、活断層としての中央構造

線の深部傾斜角については、五条谷区間から伊予灘区間にかけて、この中角度（約 40 度）

の推定だけでなく，地表の断層分布の形態から推定した高角度の推定も併記され、それぞれ

の主な主張が記載されるにとどまっている。 

 

(2)「6-2 地盤」の「6-2-4 基礎地盤の安定性評価」の「(1)地震力に対する基礎地盤の安

定性評価」の「1)解析条件」の「(c)解析モデル」及び「(d)入力地震動」の記述を以下のと

おり変更する。なお、下線部は変更箇所を示す。 

 

(c)解析モデル 

解析モデルの作成に際しては、原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-2008（日

本電気協会,2008(89))を参考にした。解析用要素分割図を第 6-2-61 図及び第 6-2-62 図

に示す。原子炉建屋は平面ひずみ要素、ビーム要素、ばね要素でモデル化し、モデル化

にあたっては多質点系建屋モデルの振動特性と一致させる。 

動的解析における境界条件は、モデル下端を粘性境界、側面をエネルギー伝達境界と

する。また、常時応力を算定するための静的解析における境界条件は、モデル下端を固

定境界、側面を鉛直ローラ境界とする。境界条件を第 6-2-63 図に示す。  

 

 (d)入力地震動 

入力地震動は、解放基盤表面（GL-181m）で定義された基準地震動 Ssを 1次元波動

論によって地震応答解析モデルの入力位置で評価したものを用いる。第 6-2-64 図に入

力地震動の設定方法を示す。 

 応答スペクトル法に基づく手法による基準地震動 Ss-1 及び標準応答スペクトルに基

づく基準地震動 Ss-10 については、水平動及び鉛直動の位相反転を考慮する。 

 

(3)「6-2 地盤」の「6-2-4 基礎地盤の安定性評価」の「(1)地震力に対する基礎地盤の安

定性評価」の「4)評価結果」及び「(2)地盤物性値(強度特性）の不確かさ（ばらつき）の

影響評価」の記述を以下のとおり変更する。なお、下線部は変更箇所を示す。 

 

(1)地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

(a)すべり安全率 

27 ケースの想定すべり面に対し、基準地震動 Ss-1 から Ss-9 における最小すべり安全

率を南北断面、東西断面それぞれについて第 6-2-68 図及び第 6-2-69図に示し、基準地震

動 Ss-10 に対する南北断面及び東西断面については第 6-2-70 図に示す。南北断面におけ

る最小すべり安全率は 1.9（Ss-1：+ -）で、東西断面では 2.1（Ss-1：- -）であり、いず

れも評価基準値である 1.5 を上回る。 



別紙 1-3 

 

以上から基礎地盤はすべりに対して十分な安全性を有している。 

 

(b)支持力 

(省略) 

以上より、地震時最大鉛直応力はすべて短期許容応力度を下回っており、基礎地盤は支

持力に対して十分な安全性を有している。 

 

(2)地盤物性値(強度特性）の不確かさ（ばらつき）の影響評価 

 地盤の安定性評価として実施した基礎地盤のすべり安全率及び基礎地盤の支持力の評

価では、原子炉建屋の支持地盤である粘性土（Dc1 層）の平均的な強度特性を用いた。

ここでは、Dc1 層の強度特性の不確かさ（ばらつき）を考慮しても地盤の安定性が評価

基準値内に収まることを確認した。第 6-2-3 表に示したように、三軸圧縮試験から得ら

れた Dc1 層のピーク強度の中央値は C＝ 456.5kN/m2、残留強度の中央値は

C=325.0kN/m2であり、最小値（最小モール円）は第 6-2-52 図から中央値の 1割減程度

である（ピーク強度 C=411.6kN/m2 、残留強度 C=285.0kN/m2 ）。  

 また、Dc1 層を含む地層の強度特性（三軸圧縮試験結果）は原子炉建屋極近傍の基盤

まで達するボーリング調査（KB11)によって得られている。第 6-2-3 表に各層の強度特

性を含む物性値を示したが、粘性土に着目した場合、最小のピーク強度は Dc5 層の

C=357.0kN/m2であり、Dc1 層より約 2割小さい。 

 以上から、Dc1 層の粘着力 C を 2 割減（ピーク強度：C=365.2 kN/m2 、残留強度：

=260.0 kN/m2）としてすべり安全率や支持力を評価した。  

 最も小さなすべり安全率(1.9)であったケース（南北断面、Ss-1 （＋－））についてす

べり安全率を評価した結果、1.6 となり、評価基準値である 1.5 を上回ることを確認し

た。一方、支持力は告示式による短期許容応力度を粘着力Cを 2割減で再計算した結果、

qa=1270kN/m2となり、地震時最大接地圧 774kN/m2を上回ることを確認した。 

 

 

(3)「6-2 地盤」の「6-2-4 基礎地盤の安定性評価」の「(3)周辺地盤の変状による施設へ

の影響評価」の記述を以下のとおり変更する。なお、下線部は変更箇所を示す。 

 

(3)周辺地盤の変状による施設への影響評価 

 (省略) 

  第 6-2-71 図には KB11 における柱状図の一部（GL-20m まで）を示す。対象とする地層

は Ds1 の砂質土となる（沖積砂質土ではないが、評価の対象とした）。土質試験結果（粒径

や強度特性など）や基準地震動 Ss による当該地層での地震動の大きさを入力値として Rと

L を評価した結果、R=10.4、L=2.03 となり、FL=5.1 > 1 となる。 
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  以上から、地震時に支持地盤の液状化は生じることはなく、地盤の変状による施設への

影響はないことが確認できた。 

 

(4)「第 6-2-4表～第 6-2-7 表、第 6-2-68図及び第 6-2-69 図」を以下のとおり変更し、「第

6-2-70 図」を追加するとともに「第 6-2-70図」を「第 6-2-71 図」に変更する。なお、

下線部は変更箇所を示す。 
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第 6-2-4表 基準地震動 Ssによる支持地盤の最大鉛直応力度  （南北断面） 

 

※ 基準地震動 Ss-1 及び Ss-10 の(+,+)は位相反転なし、(-,+)は水平反転、(+,-)は鉛直反転、

(-,-)は水平反転かつ鉛直反転を示す 
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第 6-2-5表 基準地震動 Ssによる支持地盤の最大鉛直応力度  （東西断面） 

 

※ 基準地震動 Ss-1 及び Ss-10 の(+,+)は位相反転なし、(-,+)は水平反転、(+,-)は鉛直反

転、(-,-)は水平反転かつ鉛直反転を示す 
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第 6-2-6表 基準地震動 Ssによる原子炉建屋基礎の最大傾斜角 （南北断面） 

 

※基準地震動 Ss-1 及び Ss-10 の(+,+)は位相反転なし、(-,+)は水平反転、(+,-)は鉛直反転、

(-,-)は水平反転かつ鉛直反転を示す。 

※最大相対変位量、最大傾斜は各基準地震動における最大値で、〔 〕はその発生時刻を示す。 
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第 6-2-7表 基準地震動 Ssによる原子炉建屋基礎の最大傾斜角 （東西断面） 

 

※基準地震動 Ss-1 及び Ss-10 の(+,+)は位相反転なし、(-,+)は水平反転、(+,-)は鉛直反転、

(-,-)は水平反転かつ鉛直反転を示す。 

※最大相対変位量、最大傾斜は各基準地震動における最大値で、〔 〕はその発生時刻を示す。 
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液状化判定の対象は Ds1 層（砂質土） 

 

第 6-2-71 図 液状化判定のためのボーリング孔（KB11)における柱状図（表層部分） 
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(5) 文献を以下のとおり追加する。 

(93)国土地理院(2020)：1:25,000 活断層図 上町断層とその周辺 「岸和田 改訂版」

解説書 

(94)地震調査研究推進本部(2017a)：中央構造線断層帯(金剛山地東縁-由布院)の長期評

価(第二版) 

(95)地震調査研究推進本部(2017b)：万年山－崩平山断層帯の長期評価（第一版） 

(96)地震調査研究推進本部(2017c)：日出生断層帯の長期評価（第一版） 

 

(6)「6-4 地震」の「6-4-6 基準地震動」の「(1)敷地ごとに震源を特定して策定する地震

動」の「5)断層モデルを用いた手法による地震動評価」の「(d)中央構造線断層帯に対す

る地震本部(2017a)を踏まえた地震動評価への影響」の記述を以下のとおり追加する。 

 

(d) 中央構造線断層帯に対する地震本部(2017a)(73)を踏まえた地震動評価への影響 

地震本部(2011)(49)による「中央構造線断層帯(金剛山地東縁－伊予灘)の長期評価(一部

改訂)について」(以下「第一版」と言う。)は、平成 29年 12 月に改訂が行われて、「中央

構造線断層帯(金剛山地東縁－由布院)の長期評価(第二版)」(地震本部,2017a)(73)（以下、

「第二版」と言う。）として公表された。その改訂の骨子は、区間の追加（断層全長の変

更）、断層の活動区分の変更、断層傾斜角の評価である。第一版では全長を約 360 ㎞（金

剛山地東縁－伊予灘）と評価していたのに対し、第二版では全長を約 444km（金剛山地

東縁－由布院）と西端を豊予海峡－由布院区間まで延長して評価しており、全長が約 80

㎞長くなっている。 

  一方、本節「(a)内陸地殻内地震」においては、第一版の中央構造線断層帯（長さ 360

㎞）に別府－万年山断層帯の連動の可能性を考慮し、全長約 480km の断層モデルによっ

て地震動を評価している。この断層モデルは、第二版における中央構造線断層帯の全長と

地震本部(2017b)(74)における万年山－崩平山断層帯とを連動させたものに対応している。 

 以上から、第二版による断層全長が約 444 ㎞に変更された影響は、より長い全長を考

慮した震源モデルを設定しているとともに、本節「(a)内陸地殻内地震」に示すとおり、

断層長が長くなっても地震動レベルが変わらないことを確認していることから、第二版

による地震動評価への影響はない。 

  また、活動区分の変更としては、第二版では 6 区分から 10区分に変更となり、和泉山

脈南縁断層帯が五条谷区間と根来区間に分割されており、「3) 震源モデルの設定」の

「(a)内陸地殻内地震」の「b)不確かさの考慮」によると、強震動の生成に大きく貢献す

るアスペリティの位置を敷地直下（五条谷断層と根来断層を跨ぐ）に配置しており、強震

動評価への影響はない。なお、活断層としての中央構造線の傾斜角の評価としては、「6-

2 地盤」の「6-2-2 敷地周辺の地形、地質・地質構造」の「(3)調査結果」の「3)敷地周
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辺陸域及び海域の地質構造」の「(b)敷地を中心とする半径 30km範囲内の活断層(陸域)」

の「c)中央構造線断層帯」の「c)-3地震本部(2017a)(94)による知見」で述べたように、五

条谷区間から伊予灘区間にかけて中角度(40 度)と高角度の両論が併記され、さらなる調

査実施の必要性とその結果に基づく断層深部の傾斜角の見直しの可能性が示されている。

これに関して、岡田(2020)(75)は，地震本部が中央構造線全域で地質境界を中角度として

いる根拠について、四国東部では地質境界は地表まで高角度とする異なる見解を述べて

いる。このように、地質境界や活断層の深部の傾斜角の推定は未だ研究の途上にあり、今

後の調査の進展を引き続き注視する必要がある。こうした最近の議論を踏まえても、「3)

震源モデルの設定」の「(a)内陸地殻内地震」の「a)基本震源モデルの設定」で示した傾斜

角 43 度という現時点の評価は、強震動予測に重要な地震規模の推定の不確かさを考慮す

る中で、大きな断層面積の評価や敷地への影響の観点から、活断層としての中央構造線の

傾斜角の推定値として妥当なものと考える。 

 

(7) 「6-4 地震」の「6-4-6 基準地震動」の「(2)震源を特定せず策定する地震動」の「2) 

既往の知見」の参考文献番号を以下のとおり変更する。 

 

2) 既往の知見 

加藤・他(2004)(53)は、国内外における内陸地殻内地震を対象に、｢震源を事前に特定で

きない地震｣による震源近傍の硬質地盤上の観測記録（強震記録）を収集し、当該地震に

よる地震動の上限レベルの応答スペクトル（最大加速度 450 ガル）を設定している。な

お、応答スペクトルは S波速度が 700m/sの解放基盤面において設定されているが、地盤

物性に応じた評価が可能となっている。 

 

(8) 「6-4 地震」の「6-4-6 基準地震動」の「(2)震源を特定せず策定する地震動」の「3)

検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集」の記述を以下のとおり変更する。あわ

せて、第 6-4-20 表を削除し、当該表番号を欠番とする。 

 

3) 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地震における震源近傍の観

測記録の収集においては、地震規模のスケーリングの観点から、地表地震断層が出現しな

い可能性が高い地震（Mw6.5 程度未満の地震）や事前に活断層の存在が指摘されていな

かった地域で発生し、地表付近に一部の痕跡が確認された地震（Mw6.5 程度以上の地震）

も検討対象とした。 

 

(a) 地域性を考慮する地震動（Mw6.5程度以上の地震） 

 2000 年鳥取県西部地震及び 2008 年岩手・宮城内陸地震については、事前に活断層の存

在が指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部痕跡が確認された地震で
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あり、地表地震断層の出現要因の可能性として、活断層の成熟度の相違や、上部に軟岩・

火山岩や堆積層が厚く堆積する地質環境などの地域差があると考えられる。 

 2000 年鳥取県西部地震は活断層の密度が少なく活動度が低いとされる地域、すなわち

活断層の未成熟な地域で発生した地震（垣見、2003）(54)であるのに対し、敷地を含む近畿

三角帯は、累積変位が大きく、西南日本を縦断する長大活断層である中央構造線断層帯な

どの発達した活断層が集中した地域である（岡田、2000）(55)。従って、このような地域性

の違いから、2000 年鳥取県西部地震は地震記録の収集対象とはしない。 

 また、2008 年岩手・宮城内陸地震については、活断層研究会（1991）(56)や中田・今泉

（2002）(57)で活断層が認定されていなかった地域で発生した西北西－東南東方向に圧縮

軸をもつほぼ純粋な逆断層型の地震（Mj7.2)である。震源域は東北日本弧の火山フロント

付近に位置しており、活火山である栗駒山のほか、複数の後期新生代カルデラに囲まれて

いるため、地表は広く火山岩に覆われている。地震直後から変動地形学的、地質学的、地

球物理学的調査が数多く実施され、例えば、遠田・他（2010）(58)では火山地域の地質境界

断層で発生した地震であるとされ、長さ 40km の震源断層のうち、中央部の約 20km が地

震断層として断続的に地表に現れたことが示されている。鈴木・他（2008）(59)ではトレン

チ調査によって最近 5 千年間にも複数回の活動をした活断層であることが示されている。

丸山・他（2009）(60)では、トレンチ調査によって先行イベントの上下変位 2～2.5m が確

認されており、単位変位量と地震規模との関係を示す松田式（松田、1975）(42)を適用する

と、先行イベントの地震規模は 2008 年岩手・宮城内陸と同じＭ7.2 程度と算定される。

堤・他（2010）(61)でも既存の活断層によって発生した地震であるが、このような地域では

変動地形学と地質学的・地球物理学的データを総合して活断層の有無や活動性を検討すべ

きであるとしている。この他にも今回の地震が既存の活断層によって引き起こされたとす

る見解が多数示されている。 

2008 年岩手・宮城内陸地震については以上のような知見もあるが、ここでは敷地周辺

との地形・地質的な特徴や活断層の分布・活動度の相違の観点から検討する。敷地周辺は

火山地域でなく、白亜紀前期の成合花崗岩が基盤岩として分布し、これを鮮新世～更新世

中期の大阪層群泉南累層が不整合に覆う地域に位置しており、地質環境が大きく異なる。

縁辺部を明瞭な逆断層（生駒断層帯、大阪湾断層帯）と横ずれ断層（六甲淡路断層帯、有

馬高槻断層帯、中央構造線断層帯）に囲まれた大阪堆積盆地の南部に位置する。大阪層群

の最下部が約 180m 堆積し、その下には堅硬な領家花崗岩類（白亜紀前期の成合花崗岩：

片状黒雲母花崗岩）が分布する。地震性地殻変動が生じた場合、明瞭な変動地形が出現し、

継続的な活動で累積的な変形が地形に認められると考えられるが、近傍には後期更新世以

降に形成された河成段丘に明瞭で連続的な断層変位地形は認められない。大阪堆積盆地の

中軸部は第四系の堆積層が 1000m を超える厚さで堆積しており、明瞭な断層変位地形が

認めにくいが、重力探査による基盤形状や反射法地震探査による同形状や堆積層の変形様

式等から伏在断層として認識されているため、未知の構造が潜在する可能性は極めて低い。
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以上から、岩手・宮城内陸地震震源域とでは地域差が顕著であり、2008 年岩手・宮城内陸

地震は地震記録の収集対象とはしない。 

 

(b) 全国共通に考慮すべき地震動（Mw6.5 程度未満の地震） 

 a) 2004 年北海道留萌支庁南部地震 

   Mw6.5 程度未満の地震としては 2004 年北海道留萌支庁南部地震を対象とし、佐藤・

他(2013）(62)による震源近傍の K-NET港町観測点(HKD020）での地表観測記録（最大

加速度 1127 cm/s2）から評価された解放基盤波を｢震源を特定せず策定する地震動｣の

対象とする。この際、基盤地震動評価における地盤物性値等の妥当性を検討するととも

に、GL-6m 以深の減衰定数を 3％とした場合の基盤地震動評価結果（水平成分）を採

用した。第 6-4-58 図に水平動及び鉛直動の加速度波形と応答スペクトルを示す。 

以上の検討を踏まえ、敷地の地盤物性（敷地解放基盤は Vs=1.6km/s程度）を考慮し、

佐藤・他（2013) (62)による 2004 年北海道留萌支庁南部地震による基盤地震動を｢震源

を特定せず策定する地震動｣の応答スペクトルとして設定する。 

 

b) 標準応答スペクトルに基づく地震動 

   第 6-4-21 表に示した標準応答スペクトルに適合するよう、地震基盤相当面

（Vs=2200m/s 以上）における模擬地震波を作成し、地下構造モデルを用いて解放基盤

表面における「標準応答スペクトルに基づく地震動」を設定する。模擬地震波は、複数

の方法に基づき検討することが求められており、一様乱数の位相を有する正弦波の重ね

合わせによる方法や敷地で観測された適切な地震動の実位相を用いる方法などがある。

標準応答スペクトルが定義される地震基盤相当面と当該解放基盤面とは 3m の深さの差

しかなく、位相に与える影響は小さく、実位相を用いる方法は評価の対象としない。従

って模擬地震波は一様乱数の位相を有する正弦波の重ね合わせによって作成する。振幅

包絡形は、Noda et al.(2002)に基づく形状とし、模擬地震波の判定基準と併せて第 6-4-

22表に示す。作成した模擬地震波の時刻歴波形、応答スペクトル及び標準応答スペクト

ルに対する模擬地震波の応答スペクトル比を第 6-4-59 図及び第 6-4-60 図に示す。これ

らの図から、第 6-4-22 表に示した判定基準である標準応答スペクトルと模擬地震波の

応答スペクトル値の比は 0.85 を上回っており、また応答スペクトル強さ（SI 値）の比

は、水平動で 1.01、鉛直動で 1.02 となり、1.0 を超えている。 

標準応答スペクトルに基づく地震動を評価するための地下構造モデルは、「6-4-5 敷地

地盤の振動特性」の「(4)地盤構造モデル」の「1)一次元速度構造モデル」で示した地盤

モデルを用いた。標準応答スペクトルが定義される地震基盤相当面は、S 波速度(Vs)が

Vs=2200m/s 以上であることを踏まえ、第 6-4-5 表の Vs=2436m/s の花崗岩上面である

GL-184m として設定する。標準応答スペクトルに基づく地震動(基準地震動 Ss-10)の時

刻歴波形及び応答スペクトルを第 6-4-61 図に示す。 
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(9)「6-4 地震」の「6-4-6 基準地震動」の「(3)基準地震動 Ss の策定」の記述を以下のと

おり変更する。 

 

基準地震動 Ss は、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動及び震源を特定せず策定

する地震動としての2004年北海道留萌支庁南部地震時の地震動及び標準応答スペクトル

に基づく地震動を考慮して以下のように策定する。 

 1) 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss 

   水平動に対しては、中央構造線断層帯による地震、上町断層帯による地震及び想定海

洋プレート内地震の応答スペクトル法による評価結果を包絡するスペクトルとして策

定し、その結果を第 6-4-62 図に示す。策定した応答スペクトルは、南海トラフ沿いの

巨大地震（陸側ケース）及び想定海洋プレート内地震の断層モデルによる評価結果や

｢震源を特定せず策定する地震動｣を包絡している（第 6-4-63図）。一方、鉛直動につい

ては、想定海洋プレート内地震の応答スペクトル法による評価結果、全ての検討用地震

の断層モデルによる評価結果や｢震源を特定せず策定する地震動｣として第 6-4-58 図に

示した 2004 年北海道留萌支庁南部地震を包絡するスペクトルとして策定し、第 6-4-64

図及び第 6-4-65 図にその結果を示す。策定した応答スペクトルを Ss-1とし、水平動及

び鉛直動の応答スペクトル値を第 6-4-23 表に示す。 

    応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss-1 は応答スペクトルに適合する模

擬地震波で表すものとする。 

   模擬地震波は、応答スペクトルに適合する周期－振幅特性と一様乱数の位相をもつ

正弦波の重ね合わせによって作成するものとし、振幅包絡線の経時変化は Noda et 

al.(2002) (35)に基づき第 6-4-24表に示す形状とする。模擬地震波 Ss-1（水平）及び Ss-

1（鉛直）の時刻歴波形や目標応答スペクトルと模擬地震波の応答スペクトルとの比を

それぞれ第 6-4-66 図及び第 6-4-67図に示す。  

 

 

2) 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss 

検討用地震のうち、南海トラフ沿いの巨大地震（陸側ケース）及び想定海洋プレート内

地震の断層モデルによる評価結果（水平動）はすべて Ss-1 に包絡されるため、内陸地殻

内地震（中央構造線断層帯及び上町断層帯による地震）における評価結果（統計的グリ

ーン関数法のみ）から 1秒以下の短周期領域で Ss-1 を超えるケースを選定し、基準地震

動 Ssとする。結果として 8 ケースが選定され、長周期領域も含めたハイブリッド波を基

準地震動（Ss-2～Ss-9）とし、第 6-4-68 図及び第 6-4-69図に示す。 

 

3) 基準地震動 Ss の応答スペクトル 

第 6-4-70 図には応答スペクトル法による基準地震動 Ss-1 及び断層モデルに基づく基

準地震動 Ss-2～Ss-9 に、鉛直動で Ss-1 を短周期領域の一部で上回る標準応答スペクトル
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に基づく基準地震動 Ss-10 による応答スペクトル（第 6-4-61図）も加え、Ss-1～Ss-10ま

での 10ケースの応答スペクトルを示す。また、Ss-1～Ss-10の最大加速度を第 6-4-25表

にまとめて示す。 

 

4） 基準地震動 Ss の超過確率の参照 

  参考として、日本原子力学会（2007）(63)の方法に基づいて敷地における地震動の一様

ハザードスペクトルを求める。評価に使用する各種諸元は原則として地震本部(2013）(64)

に基づき、地震動伝播モデルは Noda et al.(2002) (35)の方法を用いる。地震動評価のばら

つきは対数標準偏差で 0.53 として内陸補正のあり・なしをロジックツリーの分岐（第 6-

4-71図）として考慮する。 

  基準地震動 Ss との比較を第 6-4-72 図に示す。同図より、基準地震動の年超過確率は

10-３～10-5程度である。 

 

(10)  「6-4 地震」の「6-4-7 入力地震動の評価」の記述を以下のとおり変更する。 

 

6-4-7 入力地震動の評価 

策定した基準地震動 Ss-1～Ss-10 に対して原子炉建屋基礎盤位置での建屋入力地震動を

評価する。 

 

(1）評価手法 

「6-4-4 敷地地盤の振動特性」に示した解放基盤表面（GL-181m）から建屋基礎盤位

置（GL-7.3m）までの 1次元地盤構造モデルを用い、水平動に対して解放基盤表面（GL-

181m）から建屋基礎盤位置（GL-7.3m）までの地盤の非線形特性を考慮した地震応答解

析を実施し、建屋基礎盤位置（自由表面と仮定）における入力地震動を評価した。非線形

地震応答解析に対しては、等価線形地震応答解析を原則とし、等価線形の適用限界を超え

る場合には時刻歴非線形地震応答解析を実施した。なお、鉛直動については線形地震応答

解析により評価した。 

 

(2） 評価結果 

基準地震動 Ss-1～Ss-10 に基づく入力地震動を第 6-4-73 図～第 6-4-82 図に示す。

Ss-1～Ss-9 までの水平動については時刻歴非線形地震応答解析の結果で、Ss-10につい

ては等価線形地震応答解析の結果である。鉛直動はすべて線型地震応答解析結果であ

る。図には、時刻歴加速度波形、応答スペクトル及び最大加速度分布及びせん断ひずみ

分布を示す。 

 

(11) 文献を以下のとおり追加する。 

 

(73) 地震調査研究推進本部(2017a)：中央構造線断層帯(金剛山地東縁-由布院)の長期評
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価(第二版) 

(74) 地震調査研究推進本部(2017b)：万年山－崩平山断層帯の長期評価（第一版） 

(75) 岡田篤正(2020): 中央構造線断層帯－最長活断層帯（四国）の諸性質－，古今書院 
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第 6-4-20表 欠番 

 

 

 

第 6-4-21表 標準応答スペクトル 
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第 6-4-22表 模擬地震波の包絡形の経時的変化と策定の判定基準 
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第 6-4-23表 応答スペクトル(Ss-1)のコントロールポイント 

水平動 鉛直動 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周期
（秒）

応答速度
(cm/s)

0.02 ３

0.1 40

0.17 80

0.3 105

0.6 130

1.0 125

5.0 100

周期
（秒）

応答速度
(cm/s)

0.02 1.1

0.1 16

0.17 28

0.3 43

0.6 43

1.0 40

5.0 36



別紙 1-23 

 

 

 

  

模擬地震波
継続時間
(ｓ)

振幅包絡線の経時的変化 (s)

Ｔｂ Ｔｃ Ｔｄ

Ｓｓ－１(水平） 62.5 11.7 36.8 62.5

上町断層帯の地震を想定し、
Ｍ＝8.0、Ｘeq＝15.9(km)として評価

第 6-4-24表 基準地震動 Ss-1の模擬地震動策定手法 
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第 6-4-25表 基準地震動 Ss-1～Ss-10の最大加速度 
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第 6-4-53図 上町断層帯の統計的グリーン関数法による予測結果の応答スペクトル

（モデル 2） 
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2004年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動 

 

第 6-4-58図 震源を特定せず策定する地震動 
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第 6-4-59図 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波(水平動) 
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第 6-4-60図 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波(鉛直動) 
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第 6-4-61図 基準地震動 Ss-10の時刻歴波形と応答スペクトル 
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第 6-4-62図 応答スペクトル法による基準地震動 Ss-1（水平動） 

 

  

内陸地殻内地震（中央構造線断層帯、上町断層帯）や海洋プレート内地震の応
答スペクトル法による地震動評価結果から設定した基準地震動Ss-1（水平成分）
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第 6-4-63図 基準地震動 Ss-1（水平動）と南海トラフ沿いの巨大地震(陸側ケー

ス)、想定海洋プレート内地震による地震動 

及び震源を特定せず策定する地震動との比較 
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第 6-4-64図 基準地震動 Ss-1（鉛直動）と中央構造線断層帯及び上町断層帯による

地震の地震動(a)、(b)との比較 

 

  

Ss-1(上下動）は、中央構造線断層帯（a）及び上町断層帯（b）による断層モデルによる
結果を包絡する応答スペクトルとして設定する。
（a）、（b）における左はモデル１、右はモデル２

(b)

(a)
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第 6-4-65図  

基準地震動 Ss-1（鉛直動）と南海トラフ沿いの巨大地震（陸側ケース）(c)、想定

海洋プレート内地震の地震動(d)及び震源を特定せず策定する地震動(e)との比較 
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第 6-4-68図 基準地震動 Ss-2～Ss-5の時刻歴波形 

 

  

Ss-2 中央構造線断層帯 モデル１ ケース1 Ss-3 中央構造線断層帯 モデル１ ケース4

EW Max:520.4 gal EW Max:672.4 gal

UD Max:215.0 gal

NS Max:728.9 gal

UD Max:251.8 gal

NS Max:100.7 cm/s NS Max:1,052.5 gal

EW Max:136.3 cm/s

UD Max:171.1 cm/s

NS Max:112.3 cm/s

EW Max:142.4 cm/s

UD Max:182.3 cm/s

EW Max:1643.9 gal

UD Max:133.0 gal

NS Max:673.1 gal

EW Max:207.8 cm/s

UD Max:8.7 cm/s

NS Max:59.9 cm/s NS Max:94.2 cm/s

EW Max:104.4 cm/sEW Max:755.8 gal

NS Max:766.7 gal

UD Max:193.6 gal UD Max:151.4 cm/s

Ss-4 中央構造線断層帯 モデル１ ケース4 Ss-5 上町断層帯 モデル１ ケース１
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第 6-4-69図 基準地震動 Ss-6～Ss-9の時刻歴波形 

 

  

Ss-6 上町断層帯 モデル１ ケース4 Ss-7 上町断層帯 モデル１ ケース5

NS Max:122.4 cm/sNS Max:708.7 gal

UD Max:212.7 gal

EW Max:137.5 cm/s

NS Max:126.9 cm/s

UD Max:150.8 cm/s UD Max:142.8 cm/s

NS Max:648.9 gal

UD Max:170.1 gal

EW Max:1,184.0 gal EW Max:142.4 cm/s
EW Max:674.1 gal

NS Max:699.4 gal

EW Max:1260.3 gal

UD Max:293.4 gal

NS Max:128.7 cm/s

EW Max:138.8 cm/s

UD Max:148.4 cm/s

EW Max:117.7 cm/s

NS Max:566.3 gal

EW Max:683.4 gal

UD Max:195.5 gal UD Max:143.3 cm/s

NS Max:127.6 cm/s

Ss-8 上町断層帯 モデル１ ケース6 Ss-9 上町断層帯 モデル2 ケース4
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第 6-4-71図 ロジックツリーの分岐及び重み付け 

 

  

W=0.5

主要活断層
（平均ケース）

その他の活断層
南海トラフの

大地震

フィリピン海
プレート

（プレート内）

フィリピン海
プレート

（プレート境界）

陸側プレート
の浅い地震

耐専SP式
内陸地震
補正考慮

ばらつき
0.53

W=0 .5

耐専SP式
内陸地震
補正なし

参考：主要活断層の発生確率を最大ケースとした場合

W=0.5

主要活断層
（最大ケース）

その他の活断層
南海トラフの

大地震

フィリピン海
プレート

（プレート内）

フィリピン海
プレート

（プレート境界）

陸側プレート
の浅い地震

耐専SP式
内陸地震
補正考慮

ばらつき
0.53

W=0 .5

耐専SP式
内陸地震
補正なし

特定震源モデル 領域震源モデル 距離減衰式

特定震源モデル 距離減衰式領域震源モデル
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第 6-4-72図 基準地震動 Ss-1～Ss-10と一様ハザードスペクトルとの比較 

 

  

Ss-10 (水平) Ss-10  (水平) Ss-10  (鉛直)

UDEWNS

(水平) (水平) (鉛直)
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第 6-4-73図 基準地震動 Ss-1に基づく入力地震動 
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第 6-4-74図 基準地震動 Ss-2に基づく入力地震動 
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第 6-4-75図 基準地震動 Ss-3に基づく入力地震動 
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第 6-4-76図 基準地震動 Ss-4に基づく入力地震動 
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第 6-4-77図 基準地震動 Ss-5に基づく入力地震動 
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第 6-4-78図 基準地震動 Ss-6に基づく入力地震動 
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第 6-4-79図 基準地震動 Ss-7に基づく入力地震動 
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第 6-4-80図 基準地震動 Ss-8に基づく入力地震動 
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第 6-4-81図 基準地震動 Ss-9に基づく入力地震動 
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第 6-4-82図 基準地震動 Ss-10に基づく入力地震動 

 

 




